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1 　地方税法第37条の2第 1項第4号の規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための

基準、手続等を定める条例の一部を改正する条例

　⑴ 　地方税法第37条の2第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人が特定非営利活動促進法（以下「法」

という。）第44条第1項の規定により知事から認定を受けた法人（以下「神奈川県認定法人」という。）であるときは、法第

54条第2項第2号から第4号までに掲げる書類を作成し、主たる事務所及び県内の事務所に備え置くことをもって、地方税

法第37条の2第1項第4号の規定により控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手

続等を定める条例（以下「基準、手続等条例」という。）第12条第2項第1号から第3号までに掲げる書類の作成及び備置

きに代えることができることとした。（第12条関係）

　⑵ 　神奈川県認定法人は、法第55条第1項の規定により書類を提出することをもって、基準、手続等条例第13条第1項の規定

による書類の提出に代えることができることとした。（第13条関係）

　⑶ 　この条例は、平成31年4月1日から施行することとした。

　⑷ 　この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。

2　地方税法第37条の2第 1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例

　⑴ 　地方税法第37条の2第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人（以下「指定特定非営利活動法人」と

いう。）のうち1法人について、神奈川県県税条例第10条第2項の期間の更新を行うこととした。（別表関係）

　⑵ 　指定特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地の変更に伴い、所要の改正を行うこととした。（別表関係）

　⑶ 　この条例は、平成30年11月1日から施行することとした。

　⑷ 　この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。

3　事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

　⑴ 　神奈川県局設置条例の一部改正に伴い、項の順番について規定の整備を行うこととした。（別表関係）

　⑵ 　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく第二種特定鳥獣管理計画を定めたことに伴い、規定の整

備を行うこととした。（別表関係）

　⑶ 　医療法施行条例の一部改正に伴い、規定の整備を行うこととした。（別表関係）

　⑷ 　知事の権限に属する事務の一部を新たに市町村が処理することとするため、市町村が処理する事務の範囲等について所

本 号 で 公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し
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居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護を

除く。）を行う養護老人ホームに置くべき看護職員の員数は、常勤換算方法で、1以上とすることとした。（第3条関係）

　　エ 　サテライト型養護老人ホームに栄養士等を置かないことができる場合として、当該施設に対する支援機能を有する養

護老人ホームの栄養士等により、当該サテライト型養護老人ホームの入居者の処遇が適切に行われると認められる場合

を追加することとした。（第3条関係）

　⑵　この条例は、公布の日から施行することとした。

9  　医療法施行条例の一部を改正する条例

　⑴ 　地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による医療法の一部改正に伴い、次のとおり

所要の改正を行うこととした。

　　ア 　病院及び診療所の既存の病床数及び開設許可申請等に係る病床数の算定に当たり、平成30年 4月 1日以後に病院又は

診療所の療養病床の病床数を減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健施設又は介護医療院の用

に供した場合における当該転換に係る入所定員数については、平成36年 3月31日までの間、療養病床に係る既存の病床

数として算定することとした。（附則第2項関係）

　　イ　その他規定の整備を行うこととした。（第2条関係）

　⑵　医療法施行規則の一部改正に伴い、次のとおり所要の改正を行うこととした。

　　ア 　病院及び診療所の既存の病床数及び開設許可申請等に係る病床数の算定に当たり行うべき補正の基準を改正すること

とした。（第1条関係）

　　イ 　特定介護療養型医療施設又は特定病院に係る看護師等の員数に関する基準の特例について、平成30年 6月30日までに

再度の届出をしたときは、その適用期間を平成36年 3月31日まで延長することとした。（附則第4項関係）

　　ウ　その他規定の整備を行うこととした。（附則第2項～第4項関係）

　⑶ 　その他規定の整備を行うこととした。（第1条、附則第3項、第6項関係）

　⑷ 　この条例は、公布の日から施行することとした。

10 　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例

　⑴ 　避難階以外の階に主階がある公会堂又は集会場の用途に供する建築物のうち、その階数が3以下で延べ面積が200平方メ

　　ートル未満のものについて、耐火建築物等としなければならない建築物の対象から除くこととした。（第43条関係）

　⑵ 　建築基準法第85条第6項の規定による許可を受けた仮設興行場等について、条例による規制の一部を適用しないこととし

た。（第55条関係）

　⑶ 　建築基準法の一部改正に伴い、次のとおり所要の改正を行うこととした。

　　ア 　建築物の接道規制の適用除外に係る手続が変更されたことに伴い、建築物の敷地と道路との関係の制限の適用除外に

係る認定申請手数料について新たに徴収することとした。（別表関係）

　　イ 　仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例が設けられたことに伴い、1年を超えて使用する仮設興行場等建築許可

申請手数料について新たに徴収することとしたほか、仮設建築物建築許可申請手数料の名称を変更することとした。（別

表関係）

　　ウ 　既存不適格建築物について2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限が緩和されたことに伴い、既

存不適格建築物における2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の全体計画の認定申請手数料等につい

て新たに徴収することとしたほか、既存不適格建築物における2以上の工事の全体計画の認定申請手数料等の名称を変

更することとした。（別表関係）

　　エ 　既存建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限が緩和されたことに伴い、用途を

変更して一時的に興行場等として使用することの許可申請手数料等について新たに徴収することとした。（別表関係）

　⑷ 　その他規定の整備を行うこととした。（第1条、第53条、第55条、別表関係）

　⑸ 　この条例は、公布の日から起算して9月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することとした。ただし、⑵

並びに⑷のうち第1条及び第53条に係る部分については公布の日から、⑶ア及びイについては平成30年11月1日から施行す

ることとした。

　⑹　この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。

11 　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例

　⑴ 　階数が2であり、かつ、ホテル又は旅館の用途に供する部分の床面積の合計が400平方メートルを超える木造建築物等に

ついて、その外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分を防火構造としなければならないこととする規制を廃止することと

した。（第22条関係）
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　⑵　都市計画区域及び準都市計画区域以外の区域内の建築物に係る制限について、次のとおり所要の改正を行うこととした。

　　ア 　その敷地が幅員4メートル以上の一定の道（道路に該当するものを除く。）に2メートル以上接する建築物のうち、延

べ面積が200平方メートル以内の一戸建ての住宅で知事が認めるものについては、建築物の敷地が道路に2メートル以上

接しなければならないこととする規制を適用しないこととした。（第52条の6関係）

　　イ 　宅配ボックスを設ける部分について、その床面積を一定の範囲内で第52条の9第3項第1号に規定する延べ面積に算入

しないこととした。（第52条の9関係）

　　ウ 　日影による建築物の高さの制限の適用除外に係る許可を受けた建築物を一定の範囲内において増築等する場合におい

ては、第52条の13第 1項本文の規定は適用しないこととした。（第52条の13関係）

　⑶　その他規定の整備を行うこととした。（第16条の2、第28条、第52条の6、第52条の13、第57条関係）

　⑷　この条例は、公布の日から施行することとした。

　⑸　この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。

12 　警察組織に関する条例の一部を改正する条例

　⑴ 　厚木警察署の庁舎新築移転のため、位置を変更することとした。（別表関係）

　⑵ 　この条例は、公布の日から起算して4月を超えない範囲内において神奈川県公安委員会規則で定める日から施行するこ

ととした。
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の開設者が、平成30年4月1日以後に当該病院又は診療所の療

養病床の転換（当該病院又は診療所の療養病床の病床数を減少

させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健施

設又は介護医療院の用に供することをいう。）を行った場合にお

ける当該転換に係る入所定員数については、平成36年3月31日

までの間、療養病床に係る既存の病床数として算定する。

　附則第3項及び第4項を削る。

　附則第5項中「省令」を「医療法施行規則（昭和23年厚生省令

第50号。以下「省令」という。）」に改め、「同条に規定する」を削

り、「又は特定病院」を「（同条に規定する特定介護療養型医療施

設をいう。以下同じ。）又は特定病院（同条に規定する特定病院を

いう。以下同じ。）」に、「第4条第1項」を「第3条第1項」に改

め、同項を附則第3項とし、同項の次に次の1項を加える。

4  　平成30年 6月30日までに省令第53条の2第1項の規定により

　 再び特定介護療養型医療施設であること又は特定病院であるこ

との届出をした病院に対する前項の規定の適用については、同

項中「平成30年 3月31日」とあるのは「平成36年 3月31日」と

　読み替えるものとする。

　附則第6項中「第4条第1項第2号」を「第3条第1項第2号」

に改め、同項を附則第5項とする。

　附則第7項中「旧療養型病床群」の次に「（同条に規定する旧療

養型病床群をいう。以下同じ。）」を加え、「第5条第1項第3号」

を「第4条第 1項第 3号」に改め、同項を附則第6項とする。

　附則第8項中「第6条第1項」を「第5条第1項」に改め、同

項を附則第7項とする。

　附則第9項中「第6条第2項」を「第5条第2項」に改め、同

項を附則第8項とする。

　附則第10項中「、平成13年改正省令」を「、同令」に、「第7条

第1項」を「第6条第1項」に改め、同項を附則第9項とし、附

則第11項を附則第10項とする。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月23日

神奈川県知事　黒 　岩 　祐 　治　

神奈川県条例第82号

　　　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例

　神奈川県建築基準条例（昭和35年神奈川県条例第28号）の一部

を次のように改正する。

  　第1条中「第43条第2項」を「第43条第3項」に改める。

　第43条第4項中「供する建築物」の次に「（階数が3以下で延べ

面積が200平方メートル未満のものを除く。）」を加える。

　第53条第1項中「第43条第2項」を「第43条第3項」に改める。

　第55条の見出し中「仮設建築物」を「仮設興行場等」に改め、

同条中「に規定する仮設建築物」を「又は第6項の規定による許

可を受けた仮設興行場等」に改める。

　別表1の項⑴中「第87条の2の昇降機」を「第87条の4に規定

する建築設備（昇降機に限る。以下この項から3の項までにおい

て同じ。）」に改め、同項⑵中「第87条の2の昇降機」を「第87条の

4に規定する建築設備」に改め、同表2の項及び3の項中「第87

条の2の昇降機」を「第87条の4に規定する建築設備」に改め、

同表4の項中「第87条の2」を「第87条の4」に改め、同表4の

4の項の次に次のように加える。

4  の5　法第43条第2項
第1号の規定に基づく
建築の認定の申請に
対する審査

建築物の敷地と道路と
の関係の制限の適用除
外に係る認定申請手数
料

2万7,000円

　別表5の項中「第43条第1項ただし書」を「第43条第2項第2

号」に、「建築物の敷地と道路との関係の建築許可申請手数料」を

「建築物の敷地と道路との関係の制限の適用除外に係る許可申請

手数料」に改め、同表12の2の項中「第53条第4項」の次に「又

は第5項」を加え、同表13の項中「第53条第5項第3号」を「第

53条第6項第3号」に改め、同表29の項中「仮設建築物の」を「仮

設興行場等の」に、「仮設建築物建築許可申請手数料」を「仮設興

行場等建築許可申請手数料」に改め、同項の次に次のように加え

る。

29 の2　法第85条第6項

の規定に基づく仮設興

行場等の建築の許可の

申請に対する審査

1年を超えて使用する

仮設興行場等建築許可

申請手数料

16万円

　別表34の2の項中「基づく2以上の工事」の次に「に分けて増

築等を含む工事を行う場合」を加え、「既存不適格建築物における

2以上の工事の全体計画の認定申請手数料」を「既存不適格建築

物における2以上の工事に分けて増築等を含む工事を行う場合の

全体計画の認定申請手数料」に改め、同表34の3の項中「基づく

2以上の工事」の次に「に分けて増築等を含む工事を行う場合」

を加え、「既存不適格建築物における2以上の工事の全体計画の変

更認定申請手数料」を「既存不適格建築物における2以上の工事

に分けて増築等を含む工事を行う場合の全体計画の変更認定申請

手数料」に改め、同項の次に次のように加える。

34 の4　法第87条の2第
1項の規定に基づく2
以上の工事に分けて用
途の変更に伴う工事を
行う場合の全体計画に
係る認定の申請に対す
る審査

既存不適格建築物にお
ける 2以上の工事に分
けて用途の変更に伴う
工事を行う場合の全体
計画の認定申請手数料

12万円

34 の 5　法第87条の2第
2項において準用する
法第86条の8第3項の
規定に基づく2以上の
工事に分けて用途の変
更に伴う工事を行う場
合の全体計画の変更に
係る認定の申請に対す
る審査

既存不適格建築物にお
ける2以上の工事に分
けて用途の変更に伴う
工事を行う場合の全体
計画の変更認定申請手
数料

12万円

34 の 6　法第87条の3第
5項の規定に基づく建
築物の用途を変更して
興行場等として使用す
ることの許可の申請に
対する審査

用途を変更して一時的
に興行場等として使用
することの許可申請手
数料

12万円

34 の 7　法第87条の3第
6項の規定に基づく建
築物の用途を変更して
特別興行場等として使
用することの許可の申
請に対する審査

用途を変更して一時的
に特別興行場等として
使用することの許可申
請手数料

16万円

　別表35の項から37の項までの規定中「第87条の2」を「第87条

号 外 第 58 号
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の4」に改める。

　　　附　則

1  　この条例は、公布の日から起算して9月を超えない範囲内に

おいて規則で定める日から施行する。ただし、第1条、第53条

及び第55条の改正規定は公布の日から、別表4の4の項の次に

加える改正規定、5の項及び29の項の改正規定並びに同項の次

に加える改正規定は平成30年11月 1日から施行する。

2  　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。

　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月23日

神奈川県知事　黒 　岩 　祐 　治　

神奈川県条例第83号

　　　神奈川県建築基準条例の一部を改正する条例

　神奈川県建築基準条例（昭和35年神奈川県条例第28号）の一部

を次のように改正する。

　第16条の2第1項中「をいう。」を「に限る。第52条の6及び第

52条の17の2を除き、」に改める。

　第22条第2項及び第3項を削る。

　第28条第2号中「第112条第14項」を「第112条第13項」に改め

る。

　第52条の6ただし書を削り、同条に次の1項を加える。

2  　前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物につい

ては、適用しない。

　⑴ 　その敷地が幅員4メートル以上の道（道路に該当するもの

を除き、農道その他これに類する公共の用に供する道又は政

令第144条の4第1項各号に掲げる基準及び第52条の17の2の

規定による基準に適合する道に限る。）に2メートル以上接す

る建築物のうち、延べ面積が200平方メートル以内の一戸建て

の住宅で、知事が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認めるもの

　⑵ 　次に掲げる基準のいずれかに適合する建築物で、知事が交

通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許可し

たもの

　　ア 　その敷地の周囲に公園、緑地、広場等広い空地を有する

建築物であること。

　　イ 　その敷地が農道その他これに類する公共の用に供する道

（幅員4メートル以上のものに限る。）に2メートル以上接す

る建築物であること。

　　ウ 　その敷地が、その建築物の用途、規模、位置及び構造に

応じ、避難及び通行の安全等の目的を達するために十分な

幅員を有する通路であつて、道路に通ずるものに有効に接

する建築物であること。

　第52条の9第4項に次の1号を加える。

　⑹ 　宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在その他の事

由により受け取ることができないものに限る。）の一時保管の

ための荷受箱をいう。）を設ける部分（次項において「宅配ボ

　　ックス設置部分」という。）

　第52条の9第5項に次の1号を加える。

　⑹　宅配ボックス設置部分　100分の1

　第52条の13第1項ただし書を次のように改める。

　 　ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りで

ない。

　第52条の13第1項に次の各号を加える。

　⑴ 　知事が土地の状況等により周囲の居住環境を害するおそれ

がないと認めて許可した場合

　⑵ 　前号の許可を受けた建築物を、当該許可を受けた際におけ

る敷地の区域において、平均地盤面からの高さが4メートル

の水平面に敷地境界線からの水平距離が5メートルを超える

範囲において新たに日影となる部分を生じさせることのない

規模で増築し、改築し又は移転する場合

　第57条中「第52条の6ただし書」を「第52条の6第2項第2号」

に、「第52条の13第 1項ただし書」を「第52条の13第 1項第1号」

に改める。

　　　附　則

1　この条例は、公布の日から施行する。

2  　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。

　警察組織に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月23日

神奈川県知事　黒 　岩 　祐 　治　

神奈川県条例第84号

　　　警察組織に関する条例の一部を改正する条例

　警察組織に関する条例（昭和29年神奈川県条例第28号）の一部

を次のように改正する。

　別表神奈川県厚木警察署の項位置の欄中「厚木市水引2丁目3

番 1号」を「厚木市水引1丁目11番10号」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から起算して4月を超えない範囲内にお

いて公安委員会規則で定める日から施行する。

規　　　　　則

　事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の

範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成30年10月23日

神奈川県知事　黒 　岩 　祐 　治　

神奈川県規則第71号

　　　事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理

　　　する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則

　事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の

範囲を定める規則（平成12年神奈川県規則第39号）の一部を次の

ように改正する。

　第1条及び第2条（見出しを含む。）中「2の2の項」を「4の

2の項」に改める。

　別表1の項を次のように改める。

号 外 第 58 号


